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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における都道府県の現状・課題

部活動は、体力や技能の向上を図る目的以外にも、学習意欲の向上や自己肯定感、責任感、

連帯感の涵養に資するなどの教育的意義を有しており、これまで学校部活動として教職員が担ってき

たが、少子化の進行による生徒数の減少や指導者不足などのため、学校部活動を従前と同様の体

制で運営することは難しくなっており、学校や地域によっては存続が厳しい状況にあります。

将来にわたり生徒がスポーツ･文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確保するため、学

校部活動の維持が困難となる前に、学校と地域との連携･協働により、生徒の活動の場を整備する

必要があります。

三重県では、各市町によって、中学校の数や生徒数、部活動の種類、受け皿となり得る団体、指

導者や活動場所、移動手段の状況が異なり、直面している課題もさまざまであることから、画一的に

推進していくことは困難な状況にあります。

このため、各市町の状況を把握し、好事例の共有等を図るとともに、地域の実情に応じた取組を進

める必要があります。まずは、部活動に外部指導者を入れるなどの地域連携から始めたり、可能な部

活動から総合型地域スポーツクラブ等に地域移行したりするなど、中学校の休日における部活動の

段階的な地域連携・地域移行を進めます。

人口 １，７２２，８５９人 部活動数 １，５８０部活

市区町村数 １４市１５町 都道府県の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校数 １５０校 都道府県の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定済

公立中学校生徒数 ４４，１０２人

実証事業に参加した
市区町村数

２市２町

実証事業に参加した拠点校数
（域内の合計）

３８校

地域クラブ活動に取り組んだ
部活動数（域内の合計）

８１部活
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

▼事業実施体制図（都道府県と市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（保健体育課）

主に、市町等教育委員会との連携・連絡、指導助言を担っている。また、「部活動

のあり方検討委員会」を開催し、有識者の意見をまとめ、生徒のニーズを把握し、新

たなスポーツ・文化芸術環境の整備方法等を検討している。また、スポーツ推進課、

文化振興担当課と協働し、ガイドラインの策定、推進計画の策定に取り組んだ。

⚫ 首長部局（スポーツ推進課）

主に、県スポーツ協会と連携し、市町のスポーツ課・市町のスポーツ協会と連携して

いる。総合型地域スポーツクラブのニーズを把握し、新たなスポーツ・文化芸術環境の

整備方法等を検討している。部活動および地域クラブ活動指導者研修の周知や募

集を地域の指導者に対して行った。

三
重
県

業務委託

四日市市

菰野町

大台町

志摩市

①部活動のあり方検
討委員会

②市町等教育委員会
担当者との部活動のあ
り方意見交換会

③部活動および地域
クラブ活動指導者研
修

③コーディネーターによ
る県内全市町との個
別面談

楠スポーツクラブ（総合型）、さんさん（総合型
）、うつべスター（総合型）、剣道協会、野球
連盟に業務委託。３校で総合型で活動。野球・
剣道は拠点型で四日市市内中学校が参加。

元気アップこもの（総合型）に業務委託。
２校１９部活動が参加。

教育委員会が運営主体となり、大台町ソフトテニ
ス協会に依頼。１校１部活動が参加。

クラブ志摩（総合型）に業務委託。
１校１部活動が参加。

４月
４市町において、地域クラブ活動開始

５月
第１０回市町等教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会

６月
部活動改革コーディネーター配置

第１回部活動のあり方検討委員会

８月
第１１回市町等教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会

９月
第２回部活動のあり方検討委員会

10月
第１２回市町等教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会

11月
第３回部活動のあり方検討委員会

12月
第１３回市町等教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会

三重県部活動ガイドラインおよび新たな地域クラブ活動方針策定

部活動および地域クラブ活動指導者研修配信開始

２月
第１４回市町等教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会

３月
第４回部活動のあり方検討委員会
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

広域的な活動を行う部活動改革コーディネーターを配置し、関係団体・市町等との連絡調整・指導助言等を行いました。取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

今後の
課題と
対応方針

部活動改革コーディネーターが県下全２９市町を訪問し、担当者に個別面談を行い、部活動の地域連携・地域移行における協議会での
協議の状況、課題解決に向けた対応策、現在の地域移行の進捗状況や今後の取組予定などを聞き取りました。また、他市町の好事例や対
応策に対する指導・助言など丁寧に情報共有することができました。
はじめは、部活動の地域移行に関する知識が十分ではなく市町担当者からの質問を持ち帰ることも多かったですが、「部活動のあり方検討委
員会」や「市町等教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会」へ参加することによって経験を積み指導助言ができるようになってきまし
た。
２９市町全てを訪問するには、旅費の積算が少なく、各市町へ複数回訪問するための旅費を確保したいと考えます。

もともと本課が作成していた、２９市町の取組状況をもとに、修正・更新しました。各市町における課題や、今後の地域移行の取組、地域連
携の取組をまとめました。
来年度、実証事業に参加する市町も増えるようで、県下で着実に地域移行は進んでいます。
しかし、地域連携・地域移行に関する知識が定着していない市町もあり、そのような市町への訪問回数を増やし、面談、さらには協議会などへ
の参加にも取り組み、指導・助言の程度を手厚いものにする必要があります。

来年度も、同じく部活動改革コーディネーターを配置し、各市町と連絡調整、指導・助言を続けていきます。本県は、令和２年から「市町等
教育委員会担当者との部活動のあり方意見交換会」を行っており、市町教育委員会担当者とは連携が取れているので、コーディネーターしか
できない、市町に寄り添った指導・助言を模索していきたいと考えます。
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

第１回あり方検討委員会事項書 第２回あり方検討委員会事項書
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

第３回あり方検討委員会事項書 令和５年度部活動及び地域クラブ活動指導者研修実施要項
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

コラム コラム
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

○改革推進期間

令和５年度～７年度改革推進期間における休日の部活動の地域連携・地域移行イメージ

国

令和５年度 令和６年度 令和７年度

　

　　※市町・学校・部活動によって、
　　実施主体等が混在する見込み

県

市町

・

学校

令和８年度以降

関係団体等の協力のもと、部活動地域移行に向けての体制整備

指導者の資質向上等に係る研修会の実施

地域スポーツクラブ活動体制整備事業による市町の支援

各市町担当者との意見交換会の実施

部活動ガイドラインおよび新たな地

域クラブ活動方針の作成

協議会の設置

休日の部活動の段階的な地域連携・地域移行を開始

部活動の地域移行に係る周知（教職員、保護者・生徒及び地域）

部活動の地域連携・地域移行に向けた環境整備をサポートするための相談窓口の設置

兼職兼業の整備・実施

管内実態の把握、方針等の作成

兼職兼業の整備・実施

推捗管理中学校の休日の部活動の地域移行に向けたあり方検討委員会（協議会）の開催

先進事例情報提供・市町への助言等

人材育成

国実証事業

国庫補助事業等（財源確保）

〇協議会の定期開催

・地域連携・地域移行の推進

・地域連携・地域移行の進捗管理

※地域連携・地域移行の推進につ

いては別紙イメージ図参照


	三重県
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8




